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Abstract 本研究は、テロ等準備罪を創設した平成29年組織犯罪処罰法改正に対する批判的な見解を批判的

に検討した。
刑法学の見地からは、犯罪の成立要件として主観的事情を要求すること一般と内心の自由との関
係、はたして合意を処罰することは内心処罰であるか、既存の共謀・陰謀処罰類型を検討した。
本研究によれば、第一に、主観的事情を犯罪の成立要件とすること一般を内心の自由に対する侵
害と見ることはできないこと、第二に、処罰の早期化一般を内心の自由に対する侵害と見ること
はできないこと、第三に、それでもなおテロ等準備罪が内心の自由を侵害するというのであれば
既存の共謀・陰謀処罰類型との違いを踏まえた丁寧な説明を要するがそのような説明は困難であ
ると思われることが確認された。
次いで、本研究は、憲法学の知見を訪ね、以下のことを確認した。
犯罪を行う意思も、それが内心に止まる限りは憲法19条による絶対的保障を受ける。このため、
犯罪を行う意思を有していることのみをもって処罰することは憲法19条に反するが、当該意思が
外部に現れ、かつ、行為者らの言動が現実的・具体的な危険を有していると評価できる場合は、
この限りでない。
このため、テロ等準備罪が内心の自由を侵害するというのであれば、本来、同罪所定の行為がど
のような危険を有しているのか（あるいは、有していないのか）につき論じた上で憲法論が展開
されるべきであった。
テロ等準備罪における計画・準備について、既存の陰謀罪等における陰謀等と区別し本罪のそれ
のみが危険性を欠くと評価すべき理由が見当たらないとすれば、テロ等準備罪が内心の自由を侵
害するという批判は、憲法学の知見に照らしてもなお乱暴に過ぎるのである。
さらに、本研究においては、立法評価枠組の必要性を指摘した。
This research discusses on relationship between criminal conspiracy in Japan and punishing
thoughts.
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研究課題（日本語）

内心処罰の禁止について

研究課題（英訳）

Punishing Thoughts

１．研究成果実績の概要

　本研究は、テロ等準備罪を創設した平成 29 年組織犯罪処罰法改正に対する批判的な見解を批判的に検討した。
　刑法学の見地からは、犯罪の成立要件として主観的事情を要求すること一般と内心の自由との関係、はたして合意を処罰することは
内心処罰であるか、既存の共謀・陰謀処罰類型を検討した。
　本研究によれば、第一に、主観的事情を犯罪の成立要件とすること一般を内心の自由に対する侵害と見ることはできないこと、第二
に、処罰の早期化一般を内心の自由に対する侵害と見ることはできないこと、第三に、それでもなおテロ等準備罪が内心の自由を侵害
するというのであれば既存の共謀・陰謀処罰類型との違いを踏まえた丁寧な説明を要するがそのような説明は困難であると思われるこ
とが確認された。
　次いで、本研究は、憲法学の知見を訪ね、以下のことを確認した。
　犯罪を行う意思も、それが内心に止まる限りは憲法 19 条による絶対的保障を受ける。このため、犯罪を行う意思を有していることの
みをもって処罰することは憲法 19 条に反するが、当該意思が外部に現れ、かつ、行為者らの言動が現実的・具体的な危険を有してい
ると評価できる場合は、この限りでない。
　このため、テロ等準備罪が内心の自由を侵害するというのであれば、本来、同罪所定の行為がどのような危険を有しているのか（あ
るいは、有していないのか）につき論じた上で憲法論が展開されるべきであった。
　テロ等準備罪における計画・準備について、既存の陰謀罪等における陰謀等と区別し本罪のそれのみが危険性を欠くと評価すべき
理由が見当たらないとすれば、テロ等準備罪が内心の自由を侵害するという批判は、憲法学の知見に照らしてもなお乱暴に過ぎるの
である。
　さらに、本研究においては、立法評価枠組の必要性を指摘した。　

２．研究成果実績の概要（英訳）

This research discusses on relationship between criminal conspiracy in Japan and punishing thoughts.
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